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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 
 

（大学名）    九 州 大 学 機関番号 １７１０２ １．機 関 の 

   代 表 者 
   （学 長） (ふりがな<ローマ字>)       Kajiyama    Tisato 

（氏 名）     梶 山 千 里 
 

九州大学―1頁 

２．大学の将来構想 

 九州大学は，２１世紀初頭を睨んで，ゲノム，ナノ，

ＩＴなど革新的な研究のさらなる発展を期した改革に

着手してきた。すなわち，平成３年に新キャンパス移

転構想，ついで平成４年には大学改革の基本構想を定

め，自律的に改革を進めてきた。知の探求と創造，創

造的人材の育成，知と人材の社会還元からなる理念は，

平成１２年の九州大学教育憲章，平成１３年の九州大

学学術憲章に掲げられたところである。ここにあって，

組織の改編は学府・研究院制度の導入により専門領域

統合型の教学組織の形成と，時代に合わせた随意随時

の改編を保証する可塑性をも確保した。これらの改革

の成果をより確実にする駆動力として２１世紀ＣＯＥ

プログラムが機能する。 

 九州大学が志向する研究教育は，世界最高水準を維

持し，これをさらに発展させるため，（１）実績に基

づく新科学領域への展開と，（２）歴史的・地理的な

必然が導くアジア指向を目標に掲げ，自己実現するこ

とに特徴がある。さらに，学問領域によって社会ニー

ズを特化し，研究教育拠点を形成して研究の高度化・

先端化を促しつつ，併せて新専攻の形成により人材育

成に資することをもって大学の将来構想とする。 

 新科学領域への展開を期すために，これまでの実績

を起爆剤として，化学・材料科学分野においては分子

情報科学の機能イノベーションを，情報・電気・電子

分野においては情報・通信基盤技術や電気・電子シス

テムの技術開発の更なる発展を，生命科学分野におい

ては新たな応用生命科学領域を世界に発信することを

目指して研究教育拠点を形成し，２１世紀を先導する

成果を確実にするとともに，若手研究者の独創的活動

に峻烈な動機付けを行い，世界有為の人材育成を目指

す。                                             

 一方，アジア指向型の研究教育については，人文科

学における東アジアと日本を研究テーマにする研究教

育拠点を形成する。このように世界展開とともにアジ

ア研究活動を重点的に展開してきた九州大学は，人類

文化のなかで日本とアジアを包含し，共有する問題の

抽出とその解決を探るべく，アジア総合政策センター，

韓国研究センター及びアジアの拠点大学間でネットワ

ークポイントを設置し，研究の高度化，普遍化ととも

にアジア圏で活躍する人材養成を推進している。 

 総長を中心としたマネジメント体制としては，リー

ダーシップを担保する運営体制とするため，平成１４

年度に，総長，副学長，総長特別補佐及び幹部事務官

による執行部会議を編成，平成１６年度の法人化後か

らは，総長，理事及び監事による拡大役員会を編成し，

これを学内行政の最高機関とした。 

また，総長を中心としたマネジメント体制の下，「研

究」，「教育」，「社会貢献」，「国際貢献」の４つ

のビジョンを立て，本学の将来構想である「新科学領

域への展開」，「アジア指向」を達成するために，「戦

略的研究費の確保」，「研究スペースの整備」，「人

的資源の重点配置」，「教育・研究時間の確保」の４

つの支援を行う。これを「４－２－４九州大学アクシ

ョンプラン」として掲げ，世界的な教育研究拠点を形

成する。 

 

九州大学アクションプラン九州大学アクションプラン

使命・活動分野 将来構想の方向 評価による支援

◯教育
◯研究
◯社会貢献
◯国際貢献

◯新科学領域への展開

◯アジア指向

◯戦略的研究費の確保
◯研究スペースの整備
◯人的資源の重点配置
◯教育・研究時間の確保

４４ ＋＋ ２２ ＋＋ ４４

九州大学アクションプラン九州大学アクションプラン

２１世紀ＣＯＥプログラム２１世紀ＣＯＥプログラム

教育・研究組織の変革・改組
社会・国際貢献の進展・拡大

 

 ハード面では，新キャンパスへの移転の着実な実行，

地域連携のもと九州大学学術研究都市を創出する。施

設面では競争的研究環境の強化にむけて研究スペース

を整備する。 

 ソフト面の第一は，組織の改編で，教学の研究教育

組織としての学府・研究院制度が平成１２年度に完成

した。今後は，「学府・研究院・学部企画調整協議会」

により５年毎の点検・評価を実施し，必要な改編を担

保している。 

ソフト面の第二は，総長を機構長とする以下の各種
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機構を運用することである。 

 研究戦略として，「高等研究機構」を設置し，研究

の全般に亘って機能を強化するとともに，学内学際的

研究拠点としてリサーチコアの認定や教育研究プログ

ラム・研究拠点形成プロジェクトの強化により活動を

展開する。また，総長裁量による重点的な事業遂行に

充当するための戦略的研究教育推進経費の確保や戦略

的教員人員のプールバンク制度を実行している。 

 教育戦略として，「全学教育機構（平成１８年度か

らは高等教育機構）」を設置し，例えば，専門的知識・

技能を備えたゼネラリストを育成する 21 世紀プログ

ラム， Challenge & Creation，九州大学／ロバート・

ファン／アントレプレナーシッププログラムにより学

士・大学院課程学生の自主的能動的学習能力を涵養す

るなど，特色ある教育を実施している。また，修士・

博士課程においては，複数指導教員体制のもと，能動

的なカリキュラムの選択幅の充実，さらに，学府・研

究院制度の特徴を活用して，時代の要求に応じた専攻

及び専門職大学院を配置して将来の発展を期す。 

 社会連携戦略として，「産学連携推進機構」を設置

し，社会連携事業の窓口を一つにした。さらに，知的

財産戦略及び産学連携組織の一層の機能強化を目指し

て，「知的財産本部」を設置した。また，産学連携の

新しい展開として，「包括型産学連携」と「国際産学

連携」を推進している。 

 さらに国際交流戦略として，九州大学はアジアとの

歴史的・地理的交流実績を基本構想に加え，アジア学

長会議を創設，アジア大学ネットワークポイントの設

置や九州大学海外オフィスの設置，アジアの有力大学

との学生交流プログラムの実施などの活動を展開して

いる。学内的にも「国際交流推進機構」を設置して，

このなかでアジア総合政策センター，韓国研究センタ

ー，留学生センター，国際交流推進室が活動しており，

アジアを中心とした国際交流の深化も目指す。 

 

３．達成状況及び今後の展望    

九州大学では，平成１４年度，平成１５年度に採択

された「２１世紀ＣＯＥプログラム」９拠点を「４－

２－４九州大学アクションプラン」の具体のアクショ

ンの中心に据え，組織改編の駆動力とし，これを実現

するために総長のリーダーシップの下，トップダウン

型で以下の事項について重点的な学内支援を実施し，

研究教育拠点の形成を推進した。 

ハード面では，新キャンパス移転と九州大学学術研

究都市の創出，病院地区における競争的研究環境強化

のためのコラボステーションの設置や新病院の建設な

どを推進した。 

ソフト面では，九州大学が近年，全部局俯瞰型の機

能拡充として整備を完了した「高等研究機構」，「高

等教育機構」，「産学連携推進機構」，「国際交流推

進機構」など総長を長とする種々の「機構」を起動し，

目的に合わせて重心を移しながら拠点形成に向けた活

動を行った。その具体的な活動としては，「５年目評

価，１０年以内組織見直し」制度を基に研究教育組織

の改編を進める一方で，「水素利用技術研究センター」

等の２１世紀ＣＯＥプログラムにおける各研究教育拠

点の設置を進めた。また，総長裁量経費により，「未

来化学創造センター」,「システムＬＳＩ研究センター」

等の戦略的教育研究拠点となる５つのセンターを平成

１７年度に設置した。さらに，研究戦略企画室及び学

内評価委員会を設置して拠点形成を促進するための継

続的な活動評価を実施し，２１世紀ＣＯＥプログラム

拠点リーダーを始めとする優秀な人材に対し「研究ス

ーパースター支援プログラム」を創設した。これによ

り，戦略的研究費の確保，人的資源の措置，研究者の

研究時間の確保を図り，全学的に拠点形成を推進した。

さらに，「２１世紀ＣＯＥプログラム支援室」を設置

し，学内支援体制を強化した。 

平成１４年度に採択された４拠点の今後の展望と

しては，当該拠点の研究教育を発展・拡充させるため

に設置したポストゲノム研究センター，未来化学創造

センター，システムＬＳＩ研究センターや，人文科学

府及び比較社会文化学府に新たに設置した歴史学拠点

コースを中心に，当該拠点が事業期間中に世界有数の

研究教育拠点として実施した若手研究者の育成，研究

活動を継続する。また，国内外の研究機関との共同研

究や外部資金の獲得により，２１世紀ＣＯＥプログラ

ムの成果を更に発展させる。 

大学としても「４－２－４九州大学アクションプラ

ン」に基づき，研究教育活動に対し，継続して２１世

紀ＣＯＥプログラムと同様な支援を実施する。 

さらに，総長を機構長とする「高等研究機構」，「高

等教育機構」，「産学連携推進機構」，「国際交流推

進機構」を運用し，世界的な研究教育拠点形成を継続

的に推進する。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 九州大学 学長名 梶山千里 拠点番号 C15 

１．申請分野 Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

システム情報科学での社会基盤システム形成 

（Reconstruction of Social Infrastructure Related to Information Science and Electrical Engineering） 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ)

    研究分野及びキーワード 
<研究分野：電気電子工学>(社会システム工学)(システム情報（知識）処理)(電子デバイス・集積回路)(回路設

計・CAD)(パワーエレクトロニクス) 

３．専攻等名 
システム情報科学府 情報理学専攻・知能システム学専攻・情報工学専攻・電気電子システム工学専攻・電子デ

バイス工学専攻 

４．事業推進担当者           計 34 名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  
(拠点リーダー) 

安 浦
Yasuura

 寛人
Hiroto

  

前田
Maeda 

 三男
Mitsuo

  

興
Oki 

 雄司
Yu j i

 

村 上
Murakami 

 和 彰
Kazuaki

  

福田
Fukuda

 晃
Akira

  

櫻 井
Sakurai 

 幸 一
Kouichi

  

吉 田
Yoshida 

 啓二
Keiji

  

都甲
Toko 

 潔
Kiyoshi

  

宮尾
Miyao 

 正 信
Masanobu

  

渡 辺
Watanabe 

 征夫
Yukio

  

白 谷
Shiratani 

 正 治
Masaharu

  

荒木
Araki 

 啓二郎
Keijiro

  

有 川
Arikawa 

 節夫
Setsuo

  

篠 原
Shinohara 

 歩
Ayumi

  

正 代
Shoudai 

 隆 義
Takayoshi

  

有 村
Arimura 

 博紀
Hiroki

  

竹 田
Takeda 

 正 幸
Masayuki

  

松 永
Matsunaga 

 勝 也
Katsuya

  

志堂寺
Shidoji 

 和 則
Kazunori

  

雨 宮
Amamiya 

 真人
Makoto

  

峯
Mine 

 恒 憲
Tsunenori

  

赤 岩
Akaiwa 

 芳 彦
Yoshihiko

  

牧 之 内
Makinouchi 

 顕 文
Akifumi

  

金 子
Kaneko 

 邦 彦
Kunihiko

  

西
Nishi 

 哲生
Tetsuo

  

香田
Kohda 

 徹
Tohru

  

立居場
Tateiba 

 光生
Mitsuo

  

岡田
Okada 

 龍雄
Tatsuo

  

長谷川
Hasegawa 

 勉
Tsutomu

  

二 宮
Ninomiya 

 保
Tamotsu

  

原
Hara 

 雅 則
Masanori

  

末 廣
Suehiro 

 純也
Junya

  

船 木
Funaki 

 和夫
Kazuo

  

圓福 
Enpuku 

敬二
Keiji

   

 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・特任教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・助教授 

システム情報科学研究院・教授 

システム情報科学研究院・教授 

 

情報工学・工学博士 

ﾚｰｻﾞｰ工学・工学博士 

ﾚｰｻﾞｰ工学・工学博士 

ｼｽﾃﾑLSI工学･工学博士 

ｼｽﾃﾑｿﾌﾄｳｪｱ工学･工学博士 

計算機科学･工学博士 

電子工学･工学博士 

ﾊﾞｲｵｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･工学博士 

半導体工学･工学博士 

ﾌﾟﾗｽﾞﾏｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・工学博士

ﾌﾟﾗｽﾞﾏｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･工学博士 

ｿﾌﾄｳｪｱ工学･工学博士 

情報科学･理学博士 

情報科学・博士（理学） 

計算機械学･博士（理学） 

情報科学・博士（理学） 

情報科学･博士（工学） 

認知科学・文学博士 

認知科学・文学博士 

計算機科学・工学博士 

計算機科学・工学博士 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・無線通信･工学博士 

情報科学・工学博士 

情報科学・工学博士 

情報回路・工学博士 

情報工学・工学博士 

波動情報工学・工学博士 

ﾚｰｻﾞｰ工学･工学博士 

ﾛﾎﾞｯﾄ工学･工学博士 

ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･工学博士 

電力工学・工学博士 

電力工学･工学博士 

超伝導理工学･工学博士 

電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ工学･工学博士 

 

システムLSIプロジェクト（平成17年4月１日より拠点リーダー） 

システムLSIプロジェクト（平成17年3月31日辞退、まで拠点リーダー）

システムLSIプロジェクト（平成17年4月1日前田から交替） 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト 

システムLSIプロジェクト（平成17年3月31日辞退） 

システムLSIプロジェクト（平成17年4月1日渡辺から交替） 

情報・通信基盤技術プロジェクト 

情報・通信基盤技術プロジェクト 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年4月1日篠原から交替）

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成16年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成16年4月1日有村から交替）

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年4月1日松永から交替）

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成18年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成18年4月1日雨宮から交替）

情報・通信基盤技術プロジェクト 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成18年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成18年4月1日牧之内から交替）

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年3月31日辞退） 

情報・通信基盤技術プロジェクト（平成17年4月1日西から交替） 

情報・通信基盤技術プロジェクト 

電気電子システムプロジェクト 

電気電子システムプロジェクト 

電気電子システムプロジェクト 

電気電子システムプロジェクト（平成18年3月31日辞退） 

電気電子システムプロジェクト（平成18年4月1日原から交替） 

電気電子システムプロジェクト 

電気電子システムプロジェクト 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 140,000 128,000 128,000 
117,000 

（11,700） 

108,200 

（10,820） 
621,200 
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６．拠点形成の目的 

 システム情報科学府は、平成８年度に、九州

大学の大学院重点化の先頭を切って、当時の工

学部電気・電子・情報工学科、総合理工学研究

科情報システム学専攻、理学部情報科学系、お

よび文学部心理学系の一部が統合して設立さ

れたものである。 

 通常の情報系大学院と異なり、情報系と電気

電子工学系を統合している点でユニークな大

学院で、情報科学と電気電子工学を車の両輪と

し、両者を複合した新たな領域を開拓すること

をその理念としている。 

 以来、研究教育面で数々の成果を上げるとと

もに、数多くのプロジェクト研究も手がけてき

た。とりわけ平成13年度に本研究院教官の主導

により、九州大学の学府・研究院制度を初めて

活用して設立されたシステムLSI研究センター

は、両者の複合が生み出したもっとも大きな成

果である。システムLSI研究センターは、アジ

ア諸国と連携して半導体産業の一大拠点を九

州に築こうとする福岡県のSilicon Sea Belt 

構想の支援により、平成14年に文部科学省より

全国10カ所の拠点のひとつとして知的クラス

ター創成事業の指定を受け、５年間、約25億円

のプロジェクトを発足させたほか、産業人の再

教育を目指す福岡システムLSIカレッジの開設、

民間企業による寄附講座の設置など、情報科

学・電気電子工学分野における研究教育両面で、

産学官連携の拠点として機能するシステムが

整いつつある。  

 20世紀ほど、科学技術が社会システムやライ

フスタイルの著しい改変を促した時代はない。

そこに求められたのは、効率化・高速化・大規

模化のあくなき追求であった。しかし世紀末に

いたり、情報化とグローバル化の急速な進展と、

地球規模での環境・エネルギー問題の顕在化を

背景にして、20世紀とは違った視点や価値観の

もとで、新しい社会基盤システムを構築して行

く必要性が今強く求められている。 

 情報科学・電気電子工学が寄与する社会基盤

システムは、情報通信システムはもとより、電

力等のエネルギー供給システム、交通・物流シ

ステム、経済・金融システム、生産システム、

危機管理システム等極めて広く、その社会的影

響は大きい。そして、そこに求められているの

は、高度の安全性・信頼性・ロバスト性、省資

源・省エネルギー化、堅牢なセキューリティ、

さらには人間性の回復といった新しい視点で

ある。 

 そのような認識のもとで、情報科学と電気電

子工学が連携をとりつつ、次世代システムLSI

の姿を設計技術と製造技術から総合的に探求

する「システムLSIプロジェクト」、有線無線

通信技術を統合したマルチメディアネットワ

ークと、人間性を志向した情報処理の構成原理

を追求する「情報・通信基盤技術プロジェクト」、

および超伝導工学技術、高速ディジタル制御技

術、ナノ領域フォトニクス技術等を基礎にした

新世代の産業システムを創成する「電気電子シ

ステムプロジェクト」の３プロジェクトを核と

して、21世紀社会基盤システム再構築の新たな

研究拠点を形成し、教育面では各分野で指導者

となりうる国際レベルの研究者・技術者の養成

を行うことを目的とする。また、このプログラ

ムの最終段階に予定されている新キャンパス

への統合移転に向けて、教育研究環境の大幅な

改善を目指すものである。 

 

 目標：情報科学と電気電子工学が複合した分野で

の21世紀社会基盤システムの再構築 

システム情報科学府 

 

情報科学と 

 電気電子工学の複合 

（1996年設立） 

システムLSI研究センター 

（2001年設立） 

連携 

COEの形成 

地域・アジアとの連携 

福岡県 

 

Silicon Sea 

Belt構想 

 

システムLSI 

カレッジ 
知的クラ 

スター創成 

2002-2007 

寄附講座 

2002設立

プロジェク

ト研究推進 

３チーム 
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７．研究実施計画 

１）プロジェクト研究の推進 

 学府（研究院）内に専攻（部門）の枠を越え

て次の３つのプロジェクトチームを置き、これ

までの研究実績をふまえて、情報科学と電気電

子工学を複合したプロジェクト研究を推進す

る。 

ア）システムLSIプロジェクト 

システムLSI研究センター、および福岡県の

システムLSI設計開発拠点構築（知的クラスタ

ー創成事業）の中核的研究教育機関として、学

外に設置される研究所と協力して、システム

LSIに関する設計手法、アーキテクチャ、応用

技術の世界的拠点を目指す。無線通信機能と自

己最適化機能を備えた高性能超低消費エネル

ギーシステムLSIを短期間で確実に設計する設

計技術を確立する。また、開発した技術の産業

界での普及と活用を積極的に進める。また、こ

れまでに実績のあるビーム技術などのプロセ

ス技術やシステムインパッケージなどの実装

技術の研究を推進して、製造技術と設計技術の

協調を図る。さらに、後述の２つのプロジェク

トで研究する社会基盤システムから新しいシ

ステムLSIへのニーズを抽出し、新技術の創出

を図る。 

イ）情報・通信基盤技術プロジェクト   

安全性と柔軟性の高い社会基盤システムを

構築するための基本的な情報通信基盤技術を

開発する。暗号とユーザー認証技術、IP伝送、

組込み基本ソフトウェア、高速無線デジタル通

信技術、モバイル通信技術などの社会基盤ネッ

トワーク技術と認知科学や発見科学の手法を

ベースとする柔軟な対人間インタフェース技

術を確立する。特に、RFタグチップや個人認証

チップ等の無線通信機能を有するシステムLSI

を利用した新しい社会システムの提案を行い、

その構築のための要素技術を確立する。  

ウ）電気電子システムプロジェクト   

電力供給システムや産業応用システムを対

象として、すでに実績のある超伝導技術、ナノ

領域高速フォトニクス技術、高速デジタルパワ

ー制御技術を基礎とする社会基盤システムの

基本技術の構築を行う。社会全体のエネルギー

消費の削減を目指して、システムLSIや情報通

信技術を最大限に活用した社会基盤システム

の構築を目指す。  

 これら３プロジェクトの遂行による新しい

社会基盤システムの構築のための基本技術の

確立を行うと共に、新しいキャンパスへの移転

に合わせてその一部を新キャンパスで実験的

に実現し、新技術の実用化にも挑戦する。  

 

２）システム情報科学分野におけるCOEにふさ

わしい研究環境の整備 

ア）博士後期課程学生を中心にした若手研究者

の育成と経済援助  

PD、RAの大幅採用、研究調査のための国内・

国外出張旅費の補助、若手研究者研究活動経費

の支給等の手段で、博士後期課程学生や若手研

究者の育成をはかる。その際、優れた外国人若

手研究者を積極的に導入する。また、対外的な

プロジェクト研究を利用して、博士後期課程学

生の外部機関での雇用枠を確保する。  

イ）新キャンパス移転に向けての研究環境の整

備 

平成18年度に予定されている統合移転をめ

どに、専攻や講座の枠を越えて、戦略的に柔軟

に配分できる競争的研究スペースを十分に設

ける。また、全学的なレベルで、高次元の情報

処理機能を持つ新しい研究教育管理システム

を提案し構築する。 

ウ）アジア諸国をも含めた国際交流の促進 

研究院主催により国際シンポジウムを定期

的に開催する。外国においてきわめて高い業績

をもつ研究者を短期間招聘する。また、九州大

学主導により西日本地域と韓国の諸大学間を

大容量の光ファイバーで結ぶネットワークを

構築する。 

 

３）地域等との産学連携の促進 

 九州大学システムLSI研究センターおよび福

岡県が推進する知的クラスター創成事業、アジ

ア地域との連携を深めるシリコンシーベルト

構想に協力し、研究面で九州地域の新規産業育

成に貢献する。また福岡市が管轄する（財）九

州システム情報技術研究所との間に連携講座

を設置するとともに、技術交流を促進し、この

研究所を介して産学連携の振興をはかる。 
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８．教育実施計画 

 システム情報科学府（研究院）は「九州大学

教育憲章」に則り、設立以来、新しい分野を切

り拓き発展させる独創性を持った研究者を養

成すると同時に、広い視野をもつ高度専門職業

人の養成、特に、国際性・創造性に富み、提案

型・問題発見型技術者を育成することを目標に

教育を行ってきた。これまでにも、現在社会的

に需要が極めて多い情報科学と電気電子工学

の両分野を修得した有能な人材を多数世に送

り出してきたが、さらに今後５年間は特に博士

後期課程の充実と、若手研究者育成を最重点事

項として、教育においても当該分野のCOEにふ

さわしい拠点を形成する。 
 

１）大学院教育システムの全面的見直し 

 本研究院は、設立以来大きなカリキュラムの

改訂なしに大学院教育を行って来たが、最近の

社会情勢の大きな変革を視野に入れて、カリキ

ュラム全面改訂を含めた大学院教育システム

の見直しを行う。具体的には次のような点を検

討する。 

ア）卒業時の大学院学生の品質保証を明確にす

るために、研究活動等も考慮し、より厳密で客

観性のある成績評価法を確立する。 

イ）学部教育や社会からの要請を考慮に入れて、

将来の進路をも考慮したカリキュラムの系統

樹を作成し、一部の基礎科目を必修化するとと

もに、創造性を高めるための教育的配慮を行う。 

ウ）博士後期課程の夏季スクーリングの内容を

充実して、情報科学と電気電子工学両面の講義

を行い、レポートを書かせて、その単位を必修

化する。 
 

２）博士後期課程学生の積極的海外派遣 

 本研究院は、平成９年度より企業からの奨学

寄附金を使って、博士後期課程の学生が海外の

国際会議等で発表する際の旅費を補助し、これ

までに、のべ126名の学生がこの制度を利用し

て海外渡航した。その教育的効果はきわめて大

きいが、年々増加する申し込みに対して資金的

に苦しくなっている。そこで本補助金を活用し

てさらにその門戸を広げるとともに、短期間海

外の研究室で研修する機会をも与える。 

 

３）新キャンパスに向けての教育環境の大幅改

善 

 現在、本研究院は異なった二つのキャンパス

に分かれているために、教育上多くの問題が生

じている。移転までの期間は、その問題を克服

するために積極的に遠隔教育システムの導入、

無線LANの活用をはかるほか、大学院生全員に

携帯用PCを配布して教育に役立てる。移転後は

研究院で一貫した教育スペースを確保すると

ともに、これまで研究室単位で閉鎖的であった

大学院生控え室のしきりを取り払い、交流のた

めのオープンスペースを増加させる。 

 

４）外部機関との連携雇用による博士後期課程

学生の社会教育  

 福岡県や福岡市と連携したプロジェクトを

利用し、外部機関に博士後期課程学生の雇用枠

を設けて、その経済支援をするとともに、社会

ニースを把握する機会を与える。  

 

５）福岡システムLSIカレッジによる産業人再

教育 

 福岡システムLSIカレッジは、福岡を中心に

システムLSIを核にした知的集積・産業的集積

を形成する事業の一環として、福岡県の財団が

平成13年に設立した民間技術者の再教育機関

である。このカレッジの校長は本グループの安

浦教授が務めており、本学教員も多数講師とし

て協力している。今後もさらに受講生の拡張が

計画されており、社会連携の一環と位置づけ協

力する。 

 

６）産学連携の推進 

百道浜地区の福岡システムLSI総合開発セン

ターにサテライトキャンパスを設置して、シス

テムLSI研究センターの専任教員を配置し、産

学連携研究の拠点とするとともに、産学連携の

実践的な教育の場とする。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

１）世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 

 学府内に専攻の枠を越えて、システムLSIプ

ロジェクト、情報・通信基盤技術プロジェクト、

電気電子システムプロジェクトの３つのプロ

ジェクトを結成し、プログラムを推進して、想

定どおりの成果を挙げた。 

 システムLSIプロジェクト：知的クラスター

創成事業やシリコンシーベルト福岡プロジェ

クトと共同して、国際的にも認知される研究開

発拠点を形成した。具体的に、福岡システムLSI

総合開発センター（九州大学連携型起業家育成

施設）を建設し、企業と大学（システムLSI研

究センターやFLEETS）が共同で研究開発を行え

る環境を実現できたことは大きな成果である。

世界のLSI生産の60％以上、設計や研究活動の

40%を占める東アジア地域で、重要な研究開発

拠点として広く国際的に認知される産学連携

の拠点を構築した。また、LSI設計関連学会

（DAC,ICCAD, ASP-DACなど）の運営にも本学の

本プログラムのメンバーやその研究グループ

のメンバーが中心的に関与しており、世界的な

LSI設計研究の拠点を構築できた。 

 LSIの低消費電力化技術や無線用LSI用超小

型アンテナの開発で世界的な成果を挙げ、シリ

コン系ヘテロ半導体の低温形成技術、極微細銅

配線形成技術を開発した。 

 世界をリードする味と匂いのセンサー技術

においては、味センサーの実用化、匂いセンサ

ーを利用した火薬や麻薬の検出システム、味や

匂い情報の記録や伝送技術などの成果を挙げ、

大型技術開発プロジェクトへと発展させてい

る。また、計算化学専用マシンの開発は、国家

プロジェクトである次世代スーパーコンピュ

ータ開発プロジェクトの中核研究グループへ

と展開している。 

 情報・通信基盤技術プロジェクト：知識発見

技術、高度インタフェース技術、応用システム

構築技術、社会基盤ネットワーク技術でも、動

的個人情報や生体認証を利用した暗号・認証技

術、ネットワーク上の大規模データからのデー

タ圧縮に基づく高速知識発見技術、日常生活環

境での自律ロボット実現技術など大きな学術

的成果を挙げている。また、インターネット分

野では、韓国釜山と福岡との間の光ファイバー

ネットワーク上に日韓の国際学術交流コミュ

ニティを立ち上げ、遠隔教育、電子図書館、仮

想博物館、遠隔医療などのインターネット応用

に関する多様な日韓国際共同研究プロジェク

トを推進した。この活動は、アジア・太平洋地

域 に お け る 学 術 研 究 ネ ッ ト ワ ー ク  APAN 

(Asia-Pacific Advanced Network) を中心とし

た国際学術研究ネットワークの再構築へと発

展した。 

 電気電子システムプロジェクト：超伝導シス

テム科学研究センターや、「超伝導理工学リサ

ーチコア」、「ロボティックスリサーチコア」、

「ナノ領域超高速フォトニクスリサーチコア」、

「超高速ディジタル・パワーエレクトロニクス

回路システムと電磁環境（EMC）工学技術リサ

ーチコア」のもと研究・教育を推進した。新キ

ャンパスへの移転に伴って、高速デジタル電子

機器の電磁環境を評価するための「EMC評価試

験施設」を整備するとともに、電力エネルギー

システムの研究・教育の一層の充実を図るため、

九州電力 (株) による寄附講座を設置した。 

 

２）人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 学府のカリキュラムを大幅に見直して、教育

内容の強化を図るとともに、博士後期課程学生

を中心として、若手研究者助成やCOE研究員の

雇用、国際会議への参加費の補助などを行って、

若手研究者の育成に努めた。 

 大学院生、PD、若手助手を対象に、計110件

の若手研究助成を実施した。研究計画を公募し、

書類審査、プレゼンテーション審査を経て採択

したもので、いずれも将来有望な研究である。

研究成果は、毎年3月に若手研究者助成研究実

績報告書として公開し、毎年年度末に成果発表

会を開催した。 

 COE研究員（学術研究員）を延べ29名雇用し

た。博士後期課程修了者や海外からの若手研究

者を中心に新進気鋭の研究員を雇用して、研究

活動の活性化を図った。 

 本プログラム経費、運営交付金、各種外部資

金を利用して、TAやRAの雇用を行い、大学院生

の経済的な支援を図った。特に、博士後期課程

の学生には、RAによる雇用を学府全体で支援す
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る体制を構築した。本プログラム経費からの支

援だけでも延べ139名の学生を雇用した。 

 本プログラム経費と学府の委任経理金を利

用して、大学院学生、PD、若手助手の国外・国

内の学会への参加にかかる経費の補助を行っ

た。本制度を利用して、毎年80名以上の学生や

若手研究者が国外の国際会議への参加をして

おり、本プログラム経費だけでも5年間で275名

の海外渡航を支援した。また、韓忠南大学を中

心とする韓国の大学と、定期的な共同シンポジ

ウムを開催した。多くの大学院生が参加し、研

究発表を行った。 

 平成18年度科学技術振興調整費若手研究者

の自立的研究環境整備促進事業による若手研

究者の雇用を行い、社会情報基盤プロジェクト

で3名、ヒューマンセンタードロボティクスで2

名の新進気鋭の若手研究者を雇用した。 

 平成18年度文部科学省の「先導的ITスペシャ

リスト育成推進プログラム」の下で、次世代情

報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プロ

グラムを開始した。プロジェクトベースの学習

や社会システムに関する講義の導入など新し

い試みに挑戦している。また、社会人向けの教

育プログラムである「九州大学システムLSI設

計人材養成実践プログラムQUBE」の中の最先端

の設計技術に関する講義を大学院学生にも聴

講させるなど多様な教育の環境を構築した。 

 

３）研究活動面での新たな分野の創成と、学術

的知見等 

 本プログラムの活動を通じて、システムLSI、

情報通信技術、ソフトウェア技術などを組み合

わせて、市民が生命、財産、プライバシーなど

を安心して預けられるディペンダブルな社会

情報基盤を構築するための新しい研究分野が

明確になった。この成果は、科学技術振興機構

の今後の重点研究分野の議論に大きな影響を

与えた。システムLSIを中心に、バイオセンサ

ーなどのナノバイオ技術、機械系との連携を司

るロボティクス技術、知識発見やインターネッ

ト技術を融合して、安全で安心な社会システム

を構築する技術体系として、サルヴィタスエレ

クトロニクスという概念を提案した。 

「情報科学と電気電子工学を車の両輪とし、

両者を複合した新たな領域を開拓する」という

本研究院のコンセプトの下で、ディジタル無線

通信システムに関する統合的な研究教育体制

を構築した。アンテナ、RF整合回路、アナログ

回路、ディジタルベースバンド処理、無線通信

システム、ICカードのような応用技術を統合的

に研究・教育する研究体制を構築し、アナログ、

ディジタル、ソフトウェアが総合的に理解でき

る技術者を育成し、産業界で高い評価を得た。 

 社会情報基盤のための認証システムMIIDの

開発を行い、フィールドワークベースの情報科

学の新分野を開拓した。伊都キャンパスを実験

場として、学生や教職員5000名を被験者とする

大規模社会実験プロジェクトを実施した。全学

共通ICカード導入推進プロジェクトの下で、本

プログラムの研究室、図書館や情報基盤センタ

ー、学外の交通機関、商業施設、行政、金融機

関、放送関連企業など60社以上が参加した。フ

ィールドワークベースの情報科学の確立、「価

値」や「信用」を担う情報基盤に関する基礎理

論と要素技術の開発、開発途上国の社会基盤構

築の実験（バングラディシュのグラミン銀行と

連携）へと発展している。 

 

４）事業推進担当者相互の有機的連携 

 既存の講座や専攻の枠を越えた研究者の連

携が促進された。具体的には、無線通信用のLSI

の開発において、電波を専門とするチーム、ア

ナログ回路を専門とするチーム、ディジタル回

路を専門とするチームが連携し、新しい方式の

無線通信機能を搭載したシステムLSIを開発し

た。また、ICカードのプロジェクトでは、シス

テムLSIの専門家、無線方式の専門家、組込み

ソフトウェアの専門家、システム構築の専門家

が協力して実証実験を行った。このような実際

のプロジェクトにおける連携とリサーチコア

（学内のバーチャルな研究組織）制度を利用し

た種々の連携が行われるようになった効果は

大きなものがある。 

 

５）国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 情報科学や電気電子工学の技術による社会

システムの再構築という課題は、世界的にも大

きな流れとなりつつある。この中で、いち早く

研究体制を整え、基本的な概念を議論する場を

構築できたのは、大学の国際競争力の向上への
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大きな貢献であった。 

 また、シリコンシーベルト福岡プロジェクト

や玄海プロジェクトにおける東アジア諸国と

の連携の実績は、発展が著しい東アジア地域で

「アジア指向」を標榜する九州大学の国際競争

力の向上に大きく寄与している。留学生や外国

人PDへの研究支援も積極的に行い、若手研究者

助成では33件（総件数100名）、COE研究員では

18名（総員29名）であり、大学の国際化にも大

きく貢献した。 

 

６）国内外に向けた情報発信 

  英文のホームページを構築し、各事業推進

担当者の研究内容の詳細まで公開した。このホ

ームページを利用して、国内外の著名な研究者

に事業全体の評価を依頼した。69名に評価を依

頼し、16カ国 55名から高い評価と建設的な意

見を回答していただいた。これにより、広く世

界中の研究拠点に本プログラムの成果を提示

できた。 

国際会議としては、以下の4件を開催した。 

□ International Symposium on Information 

Science and Electrical Engineering 2003 

(ISEE 2003)、平成15年11月13-14日、福岡

市アクロス福岡国際会議場。参加登録者

数：219名 うち外国人 76名。 

□ 第７回忠南大学・九州大学間国際合同シン

ポジウム（The 7th International Joint 

Symposium between Chungnam National 

University and Kyushu University）平成

平成17年9月1-2日、韓国大田市。参加者約

50名。 

□ "Center-of-Excellence" workshop on 

System LSI Design Methodology、平成18

年9月9日、福岡システムLSI総合開発センタ

ー。参加者35名、うち海外からの出席者16

名（台湾、韓国、オーストラリア、米国、

中国）。 

□ the Second Joint Workshop on Machine 

Perception and Robotics、平成18年11月19

日、九州大学西新プラザ。参加者50名。 

 

７）拠点形成費等補助金の使途について（拠点

形成のため効果的に使用されたか） 

 経費は、１）若手研究者への研究助成・雇用・

海外渡航支援、２）学内の教育基盤の充実（学

生向けのPCの整備、テレビ講義システム、ネッ

トワーク環境の整備）、３）研究成果の情報発

信（ワークショップなどの開催）に重点的に使

用した。研究教育拠点の形成の視点からは効果

的であったと考える。 

 

②今後の展望 

 拠点での研究教育活動を継続的に進めるた

めに、現在大学院の学府の再編を検討している。

再編においては、博士後期課程の指導体制の強

化、社会情報システム工学コースを核とした社

会システム形成を支える人材を育成する専攻

の設置（博士後期課程も含む）、若手研究者の

研究支援・雇用確保・海外渡航支援を継続的に

行うための財源の確保を中心的に考えている。

また、次世代研究スーパースター養成プログラ

ムにより、社会情報基盤プロジェクト3名、ヒ

ューマンセンタードロボティクス2名、心の科

学拠点1名の優れた若手研究者を雇用し、テニ

ュアトラック制度を前提とした新しい体制作

りにも取り組んでいる。社会情報システム工学

コースやQUBE等で産業界と共同で開発してい

る新しい実践的な教育手法の取り込みも計画

している。第2期の知的クラスタ創成事業など

各種大型プロジェクトを推進し、国際的な研究

教育拠点の形成とそのための組織改革を進め

て行く。 

  

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内

外に与えた影響度） 

 システムLSIや組込みソフトウェアに関連す

る企業の福岡地域への集積が進み、5年間で20

社から110社にまで増加した。特に、東アジア

地域の外国企業や自動車関連企業が、本学府と

の共同研究や人材の確保を目的として集積し

始めた効果は大きい。また、ICカードのプロジ

ェクトや玄海プロジェクトなど、地域の自治体

や産業界と連携して、地域としてのCOEを構築

する動きが始まった。情報科学や電気電子工学

を基礎とした新しい社会システムの実験場と

しての地域形成が始まったことは、大きな影響

である。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

1）International Symposium on Information Science and Electrical Engineering 2003 (ISEE 2003)、 

平成15年11月13-14日、福岡市アクロス福岡国際会議場。 

参加人数：219名、うち外国人参加者数 76名。 

主な招待講演者 

S.Panchanathan (Arizona State Univ. USA) 

N.Bagherzadeh (Univ. of California, USA)  

K.Nakazato (Microelectronics Res. Centre Cavendish Lab., UK) 

 

2）第７回忠南大学・九州大学間国際合同シンポジウム（The 7th International Joint Symposium between Chungnam 

National University and Kyushu University） 

平成17年9月1-2日、韓国大田市。 

参加人数：約50名 

 

3）"Center-of-Excellence" workshop on System LSI Design Methodology、 

平成18年9月9日、福岡システムLSI総合開発センター。 

参加人数：35名、うち外国人参加者数 16名（台湾、韓国、オーストラリア、米国、中国）。 

主な招待講演者 

Ren-Song Tsay(National Tsing Hua University, Taiwan) 

Sachin Sapatnekar(University of Minnesota Intel, USA) 

Sri Parameswaran(University of New South Wales, Australia) 

 

4）the Second Joint Workshop on Machine Perception and Robotics、 

平成18年11月19日、九州大学西新プラザ。 

参加人数：50名、うち外国人参加者数 9名。 

主な招待講演者 

Huisheng Chi(Peking University, China) 

Hongbin Zha(Peking University, China) 

八村 広三郎(立命館大学 教授) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

（１）若手研究者助成 

   対象：博士後期課程学生、博士後期課程進学予定の修士課程学生、COE研究員、学術研究員、若手の助手 

   目的：若手研究者の育成を目的として、研究提案を行い、研究資金を確保してそれを運用しながら研究を遂行す

ることを体験的に学ばせる。 

   内容：研究費の一部助成（1名あたり最大100万円） 

      研究計画を公募し、各プロジェクト領域単位で書類審査、プレゼンテーション審査を経て採択したもので、

いずれも将来有望な研究である。審査は、３つのプロジェクト単位で事業推進担当者が行った。採択率は、

約60％であった。平成15年度から平成18年度までの4年間、計110件の若手研究助成を実施した。内訳は、

平成15年度と16年度がそれぞれ26件、平成17年度と18年度がそれぞれ29件であった。研究成果は、毎年3

月に若手研究者助成研究実績報告書としてまとめられている。また、毎年年度末に全員のプレゼンテーシ

ョンとポスターによる成果発表会を開催した。 

（２）COE研究員の雇用 

   対象：博士号を取得しているポスドク 

   目的：研究院や学府の研究活動の活性化と若手研究者へのポジションの確保 

   内容：COE研究員（学術研究員）として、平成15年度―平成18年度にわたり延べ29名を雇用した。博士後期課程

修了者や海外からの若手研究者を中心に応募者の中から新進気鋭の研究員を雇用した。 

（３）TA・RAの雇用による大学院生の経済支援 

   対象：博士後期課程学生および一部修士課程学生 

   目的：大学院生の経済的な支援 

   内容：本プログラム経費、運営交付金、各種外部資金を利用して、TAやRAの雇用を行い、大学院生の経済的な支

援を図った。特に、博士後期課程の学生には、日本学術振興会の特別研究員への応募を強く進めるととも

に、RAによる雇用を学府全体で支援する体制を構築した。本プログラム経費からの支援だけでも延べ139

名の学生を雇用した。 

（４）大学院学生や若手研究者の学会参加費の補助 

   対象：博士後期課程学生、修士課程学生、COE研究員、若手助手 

   目的：国際会議等の学会参加への支援 

   内容：本プログラム経費と学府の委任経理金を利用して、大学院学生、PD、若手助手の国外・国内の学会への参

加にかかる経費の補助を行った。本制度を利用して、毎年80名以上の学生や若手研究者が国外の国際会議

への参加をしており、本プログラム経費だけでも5年間で275名の海外渡航を支援した。審査は、主任会で

行い、一定の基準を満たす申請に対して補助を行った。 

（５）国際会議の開催 

   対象：博士後期課程学生、修士課程学生、COE研究員 

   目的：国際的に活躍できる人材の育成 

   内容：韓国の忠南大学を中心とする韓国の大学と、定期的な共同シンポジウムを開催した。多くの大学院生が参

加し、研究発表を行った。 

（６）次世代研究スーパースター養成プログラム 

   対象：優れた業績を持つ若手の博士号取得者 

   目的：次世代の九州大学を支える中核的研究者の養成 

   内容：若手研究者の自立的研究環境整備促進事業と学内予算措置により若手研究者を全世界に公募し、44名の応

募の中から書類審査と2次面接を経て5名を採用した。内訳は、社会情報基盤プロジェクトで3名、ヒュー

マンセンタードロボティクスで2名である。これら5名は、平成18年度から平成22年度にわたり特任助（准）

教授として研究に専念し、大きな成果を挙げることが期待されている。 

（７）先端サマーセミナーの実施 

   対象：博士後期課程学生（特に社会人） 

   目的：幅広い知識を獲得させる。 

   内容：毎年７月から8月にかけて4日間開催した。講師は学府の教授または助教授が務め、修士課程の学生も希望

者には聴講させた。毎年、延べ120-160名が受講した。 

 

 



機関名： 九州大学  拠点番号： Ｃ１５    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価） 設定された目的は概ね達成され、期待どおりの成果があった （コメント） 研究教育拠点形成全体については、アジアを中心にシステムＬＳＩを中心とした世界的な研究活動および産学連携の拠点形成を行ったことは高く評価できる。ただし、世界最高水準の拠点形成という面からは、まだ拠点形成途中であり、特に、研究成果の発信という点では、まだ顕著な実績に至っているとは言えない。今後、システムＬＳＩの世界拠点としての発展を期待したい。 人材育成面については、若手研究者育成やＣＯＥ研究員の雇用で人材を育成した努力および１１０社のＬＳＩ設計関連企業に向けた人材育成という点は評価できる。しかし、本プログラムが開始した平成１４年から１８年までの５年間で博士入学者数や授与数は増加したとは言えず、中間評価時に博士課程学生の質と量の面での充実を指摘されているが、博士課程学生の定員充足も５年間未達であり、本プログラムが人材養成に十分に寄与したとは言い難い。特に学位授与数の伸び悩みについては、問題点を明らかにし対処すべきである。 研究活動面については、「ｉとｅとの真の融合で新しい学術分野を開拓する」というコンセプトを計画時に掲げて努力したことは評価できる。ディペンダブルＬＳＩ設計、電子マネーを核とした社会基盤技術などの萌芽はある。 今後の持続的展開に向けて、前述の諸点を踏まえ、産学連携を基に、学術的観点からの研究活動面の充実を図りつつ、世界をリードすることを期待する。  

 


